
鈴鹿市の経営環境診断

平成２６年１０月
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観光レクリエーション入込客数等

２次産業事業所数

２次産業事業規模別出荷額シェア及び事業所数シェア

小学校及び中学校の児童生徒数

ごみ排出量

平成２６年度における職員の年齢構成

再任用職員数

定員管理上の正規職員数

自治会加入率

空き家数・空き家率

水道管老朽化による水道管事故件数と累積損失額

公共施設の延床面積

公共施設延床面積の内訳

公共施設（社会教育施設）延床面積

公共施設（保健福祉・子育て支援施設）延床面積

市道及び橋梁延長

道路及び橋梁維持費

業種別付加価値額

小売吸引力指数

昼間人口と昼夜間人口比率

水道管耐水化率と管路更新事業費

人口推移による水道の営業収益

１５歳以上就業者数

産業別人口

農業就業人口等

公共交通機関（バス）の乗車人員数

介護サービス利用者数

被保護世帯数等

特定検診受診率・メタボリックシンドローム該当者

一人当たりの医療費等

高齢者（６５歳以上）の救急搬送

消防団員平均年齢

自動車保有台数

交通事故発生件数

公共交通機関（電車）の乗車人員数

高齢化と社会保障費

保育所入所数等

要介護認定人数と要介護認定率

目次

内容

鈴鹿市の人口

鈴鹿市の人口（女性20～39歳）

歳入

歳出

地方債残高及び基金



①グラフ

（データ出典元）
NO.

1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

国立社会保障・人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口

団体名 資料名 記載箇所

内容

平成５２年には，現在よりも人口が約１．３万人減少する一方，高齢者は約２万人増加し，高齢化率が３
３％を超えると予測される。

生産年齢人口及び若年人口の減少が続くと予測される。
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①グラフ

（データ出典元）
NO.

1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

国立社会保障・人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口

団体名 資料名 記載箇所

内容

日本創成会議では将来人口の推計に際して、20～39歳の女性の人数が、2010年から40年にかけて５割
以下に減る自治体を消滅可能性都市に選んだ。鈴鹿市においては，消滅可能性都市には含まれていな
いものの，対象となる女性の人数は減少傾向にある。
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（人：総数）（人） 人口（女性・20～39歳）の推計

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 総数：Ａ 総数（女性）：Ｂ
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①グラフ

（データ出典元）
NO.

1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

市税の額が低い水準で推移している。

平成20年度から法人市民税が減少している。

団体名 資料名 記載箇所

鈴鹿市 地方財政状況調査
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歳入の推移
その他

地方債

諸収入

県支出金

国庫支出金

分担金負担金，

使用料手数料

地方交付税

地方譲与税等

地方税
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市税の推移 都市計画税

入湯税

鉱産税，

特別土地保有税

市たばこ税

軽自動車税

固定資産税

市民税法人

市民税個人

（千円）

法人市民税

個人市民税
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①グラフ

（データ出典元）
NO.

1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

性質別経費の推移において，扶助費が増加傾向にある。

普通建設事業において，補助事業は一定の数値で推移しているものの，単独事業は減少傾向にある。

団体名 資料名 記載箇所

鈴鹿市 地方財政状況調査

（千円）
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１４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

性質別経費の推移
災害復旧事業

普通建設事業

投資出資貸付金

積立金

繰出金

補助費等

維持補修費

物件費

公債費

扶助費

人件費
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普通建設事業の推移

県営事業負担金

単独事業

補助事業
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①グラフ

（データ出典元）
NO.

1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

地方債残高において，普通債が減少傾向にあるものの，地方の財源不足を補う臨時財政対策債等は増
加傾向にある。

基金において，平成２１年度はリーマンショックの影響により財政調整基金が大きく減少したが，その後
徐々に回復している。

団体名 資料名 記載箇所

鈴鹿市 地方財政状況調査

（千円）
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１４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

地方債残高の推移

普通債（建設債）

臨時財政対策債等
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基金の状況

特定目的基金

減債基金

財政調整基金
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①グラフ

（データ出典元）
NO.

1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

国立社会保障・人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口

団体名 資料名 記載箇所

内容

高齢者の人数と比例して，社会保障費についても増加が続いていくものと予測される。
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（千円）（人） 高齢化と社会保障費の関係

合計人数（65歳以上） 合計人数（75歳以上） 社会保障費（円）
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①グラフ

（データ出典元）
NO.

1

2

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

鈴鹿市次世代育成支援行動計画（後期計画）平成22
年3月

P1１　２．世帯の状況（４）
夫婦だけの世帯数

内容

人口推計予測による０歳～４歳人口の減少予想から，保育所入所対象者数の減少も予測される。

夫婦のみの世帯数は２００５年から２０１０年にかけて増加している。それに併せて現状では保育所入所
者数についても増加傾向にある。

鈴鹿市
鈴鹿市次世代育成支援行動計画（後期計画）平成22
年3月

P15　５．園児の状況（H14
～H18）

児童保育課資料：園児の状況（H19～H26）

国立社会保障・人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口

グラフ貼付スペース

団体名 資料名 記載箇所
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①グラフ

（データ出典元）
NO.

1

2

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

鈴鹿市 鈴鹿市高齢者福祉計画
要支援・要介護認定者数
と認定率の推移（Ｐ10）

内容

６５歳以上の高齢者が増加を続ける中，要支援・要介護認定者も増加を続けている。

要支援・要介護認定者の増加とともに，要支援・要介護認定率も上昇すると予測される。

団体名 資料名 記載箇所

国立社会保障・人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口
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①グラフ

（データ出典元）
NO.

1

2

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

鈴鹿亀山地区広域連合 第５期介護保険事業計画

居宅サービス受給対象者
数と受給者数P30，
施設・居住系サービス利
用者数推計Ｐ３７

内容

介護サービス利用者について，施設・居住系サービス利用者数よりも居宅サービス受給者の利用者数
の方が多い。

国立社会保障・人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口

団体名 資料名 記載箇所
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人 総人口と６５歳以上人口の推計

総人口 65歳以上
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人 介護サービス利用者数の推移
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指数 (居宅ｻｰﾋﾞｽ受給者数) 対数 (施設・居住系ｻｰﾋﾞｽ利用者数)
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①グラフ

（データ出典元）
NO.

1

2

3

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

三重県 統計書・累年統計表
社会保障-78生活保護法
による扶助状況（昭和35年
度～）

団体名 資料名 記載箇所

内容

平成１５年から平成２０年までは，完全失業率が減少しているにも関わらず被保護世帯数が増加してき
た。平成21年以降，急激な社会情勢の悪化により被保護世帯数は大幅に増加したが，平成24年以降は
完全失業率の低下に合わせて減少傾向にある。

高齢者世帯は右肩上がりで増加しており，その他世帯も近年急増している。

総務省統計局
年齢階級(５歳階級)別完全失業者数及び完全失業
率 － 全国

労働力調査　長期時系列
データ

国立社会保障・人口問題研究
所

社会保障統計年報（「生活保護」に関する公的統計
データ一覧）

世帯類型別被保護世帯数
及び世帯保護率の年次推
移
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10



①グラフ

（データ出典元）
NO.

1

2

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

グラフ貼付スペース

団体名 資料名 記載箇所

内閣府 平成25年度版高齢社会白書
将来推計人口でみる50年
後の日本（平均寿命）

国立社会保障・人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口

3

内容

特定健診受診率及びメタボリックシンドローム該当者出現率は，高齢になるほど高い傾向にある。

メタボリックシンドローム該
当者の状況
特定健診受診状況

鈴鹿市 第2期鈴鹿市特定健康診査等実施計画
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90

95

0

20000

40000

60000

80000

2000年 2010年 2020年 2030年 2040年

歳人 65歳以上人口と平均寿命の推移

65歳以上人口の推移 平均寿命の推移（女） 平均寿命の推移（男）

0

20

40

60

80

40歳代 50歳代 60歳代 70歳代（70-74歳）

％ 特定健診受診率・メタボリックシンドローム

該当者出現率（平成23年度）

該当者出現率（男） 該当者出現率（女） 健診受診率（男） 健診受診率（女）
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①グラフ

（データ出典元）
NO.

1

2

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

鈴鹿市
住民基本台帳，外国人登録及び庁内資料（各年9月
末）

団体名 資料名 記載箇所

内容

過去5年間において，人口の減少とともに国民健康保険被保険者数も減少している。

国民健康保険被保険者数は減少しているが，一人当たりの医療費は増加傾向にある。

三重県
三重県における国民健康保険事業の実態，三重県
国民健康保険団体連合会資料

204,293 203,097 202,609 202,353 201,450

48,558 47,470 46,953 46,775 46,717

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H21 H22 H23 H24 H25

人口，国民健康保険被保険者数

人口 国民健康保険被保険者数

268,091

277,788

289,251
296,589 297,577

240,000

250,000

260,000

270,000

280,000

290,000

300,000

310,000

320,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

（円） 国民健康保険被保険者一人当たりの医療費（鈴鹿市）の推移
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

鈴鹿市消防本部 救急統計
団体名 資料名 記載箇所

内容

救急搬送人員総件数における高齢者搬送件数の占める割合は，平成１７年が４０.８％であったが，平成
２５年は４７％に至っており，高齢者の救急搬送需要が増加している。
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

鈴鹿市消防本部 消防年報
団体名 資料名 記載箇所

内容

　消防団員の高齢化が年々進んでおり，今後も引き続くものと予測される。
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1
2

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

総人口は平成20年度以降，減少傾向にある一方で，自動車保有台数は平成17年度以降増加傾向にある。

鈴鹿市 統計要覧
三重県 三重県統計書 運輸・通信部門
団体名 資料名 記載箇所

150,297

148,435
148,910

150,130
150,747 150,881

151,958

153,584

155,359

190,000

192,000

194,000

196,000

198,000

200,000

202,000

204,000

145,000

147,000

149,000

151,000

153,000

155,000

157,000

159,000

161,000

163,000

165,000

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

（人）（台）

自動車保有台数

総人口

自動車保有台数
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1
2

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

平成23年度以降，交通事故件数は増加傾向にある。

鈴鹿市 統計要覧
鈴鹿市 鈴鹿市交通事故の推移
団体名 資料名 記載箇所

7,059

7,202
7,172

7,163

6,812

6,620

6,542

6,642

6,851
6,864

195,000

196,000

197,000

198,000

199,000

200,000

201,000

202,000

203,000

204,000

205,000

6,000

6,200

6,400

6,600

6,800

7,000

7,200

7,400

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

総人口（人）発生件数（件）

交通事故発生件数

総人口

交通事故発生件数
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1
2
3

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

近鉄の乗車人員（市内１１駅）については，平成21年度に前年から14万人程度減少するが，その後は増
加傾向にある。

ＪＲの乗車人員（加佐登駅・河曲駅）については平成19年度以降，増加傾向にあったが，平成24年度は
前年度に比べ1万5,000人程度減少した。

伊勢鉄道の乗車人員（市内５駅）については平成22年度以降減少傾向にあったが，平成24年度は前年
度に比べ1万5,000人程度増加した。

鈴鹿市 統計要覧
団体名 資料名 記載箇所

355099
347514

329581

315439
321953

328561
336647

337182

358436

343776

290000
300000
310000
320000
330000
340000
350000
360000
370000

JR乗車人員（加佐登駅・河曲駅）

249470
255688

264880

279405

240945240059

282106
273259

267838

282648

210000
220000
230000
240000
250000
260000
270000
280000
290000

伊勢鉄道乗車人員（市内５駅）

6438617
6427137

6533001

6593506 6591689
6572804

6431828

6495327

6593628
6627769

6300000

6350000

6400000

6450000

6500000

6550000

6600000

6650000

平成15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

近鉄乗車人員（市内11駅）（人）

（人）（人）
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

三重交通中勢営業所管内のバス乗車人数は，概ね減少傾向にある。

Ｃ－ＢＵＳのバス乗車人数は，平成21年度に前年から約３万人減少したが，それ以降は少しずつではあ
るが増加傾向にある。

鈴鹿市 統計要覧
団体名 資料名 記載箇所

245041 231994
269701

308093
330472 342674

311363 324979 328479 337064

0

50000

100000

150000

200000

250000

300000

350000

400000

平成15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

コミュニティバス（Ｃ－ＢＵＳ）乗車人員

3436626 3437690

3600575

3457110
3398761

3512091

3310414 3299602 3278161
3217546

3000000

3100000

3200000

3300000

3400000

3500000

3600000

3700000

平成15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

バス乗車人員（三重交通 中勢営業所管内）

（人）

（人）
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1
2

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

鈴鹿市 統計要覧

内容

公共施設延床面積は，概ね55万㎡程度で推移している。

鈴鹿市 歳入歳出決算書（各年度）
団体名 資料名 記載箇所

514,684 

534,856 
538,931 538,276 

534,802 

552,162 

563,687 

554,955 

545,326 
548,216 

170,000

175,000

180,000

185,000

190,000

195,000

200,000

205,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

460,000

480,000

500,000

520,000

540,000

560,000

580,000

600,000

（㎡）

公共施設延床面積 総人口

公共施設の延床面積 （人）
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

公共施設延床面積のうち，約5割は小・中学校が占める。
市営住宅を合わせると約7割，衛生施設や庁舎等を合わせると8割を超える。

鈴鹿市 歳入歳出決算書（平成25年度）
団体名 資料名 記載箇所

7%

48%

2%

21%

7%

1%

2%

4%

3%

1% 1% 3% 1%
1%

公共施設延床面積の内訳
庁舎等

学校

消防施設

市営住宅

衛生施設

公園

福祉施設

集会施設

文化施設

図書館

その他教育施設

スポーツ施設

産業施設

商業観光施設

治水施設

その他

平成26年3月31日現在
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①グラフ

※その他＝その他教育施設のうち（一ノ宮・玉垣教育集会所，ふれあいｾﾝﾀｰ，人権教育ｾﾝﾀｰ）
（データ出典元）
NO.
1
2

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

公共施設（社会教育施設）延床面積は，概ね14,000㎡で推移している。
※平成21年度の増加要因は稲生及び若松公民館新築による。

鈴鹿市 統計要覧
鈴鹿市 歳入歳出決算書（各年度）

団体名 資料名 記載箇所

11,103 11,490 11,890 11,890 11,798 
12,974 

12,290 12,323 12,130 12,130 

2,349 
2,349 

2,349 2,349 2,349 

2,349 
2,349 2,349 2,349 2,349 

195,000

196,000

197,000

198,000

199,000

200,000

201,000

202,000

203,000

204,000

205,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

公共施設（社会教育施設）延床面積

公民館 その他 総人口

（㎡） （人）
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

行政系施設の延床面積は，平成17年度以降，大きな変化はない。

保健福祉・子育て支援施設について，放課後児童クラブ等の幼児・児童施設は増加傾向にある。
また，保育所の平成22年度の増加分については，河曲保育所新築によるものである。

鈴鹿市 歳入歳出決算書（各年度）
団体名 資料名 記載箇所

21,732 

40,760 40,910 
36,540 36,608 36,681 37,942 37,942 38,186 38,186 

6,306 6,553 6,652 6,652 6,696 6,696 6,111 
9,576 9,598 9,697 

3,153 3,153 3,153 3,153 3,143 3,143 3,143 3,143 3,143 3,143 0

10,000

20,000

30,000

40,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

行政系施設延床面積

庁舎等 消防施設 その他行政系施設

1,604 1,665 1,665 1,665 1,814 1,814 1,814 1,504 1,504 1,504 

10,037 10,037 10,037 10,037 10,037 10,037 9,970 9,970 9,970 9,970 

7,510 7,510 7,510 7,510 7,462 7,446 
8,851 

8,253 8,253 8,253 

1,623 1,623 1,623 1,650 1,727 1,926 1,926 1,926 2,047 2,047 

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000

10,000
11,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

保健福祉・子育て支援施設延床面積

福祉施設 幼稚園 保育所 幼児・児童施設

（㎡）

（㎡）
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①グラフ

（データ出典元）
NO.

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

年々増加する傾向にあった市道延長については，平成24年度をピークに1800ｋｍ台を推移している。

7800～7900ｍで推移していた橋梁延長については，平成24年度以降は7600ｍ台を推移している。

団体名 資料名 記載箇所

1753752
1745818

1760559 1763256
1767425

1785684

1795664

1811069 1814093 1811797

1720000

1740000

1760000

1780000

1800000

1820000

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

市道延長（ｍ）

7824 7806

7945

7860
7827

7928 7911 7921

7637 7650

7400

7500

7600

7700

7800

7900

8000

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

橋梁延長（ｍ）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
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①グラフ

（データ出典元）
NO.

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

道路維持費については，平成21年度以降は3億円前後を推移している。

橋梁維持費については，平成25年度までは対処療法型の維持管理を行なっていたが，平成26年度以降
は50年の検討期間の中でより効率的な維持管理を実施するため予防保全型の維持管理を行なうため減
少している。

団体名 資料名 記載箇所

36,723 36,723 36,371 36,586 

27,840 

32,207 29,950 30,448 30,323 30,905 

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

40000

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

道路維持費（万円）

368 360 360 360

300 300 300 300 300

100

0

100

200

300

400

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

橋梁維持費（万円）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

鈴鹿市水道局 鈴鹿市上水道事業老朽管更新計画
団体名 資料名 記載箇所

内容

老朽管を更新しない場合，それに起因する漏水事故とその損失額が年々増加する。

0

50

100

150

200

250

300

350

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

16000

18000

20000

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040

（百万円） 水道管老朽化による事故件数と累積損失額

老朽化

事故件数

事故による累積損失(百万円)

（件）
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

鈴鹿市水道局 鈴鹿市上水道事業老朽管更新計画
団体名 資料名 記載箇所

内容

耐震化率を上げていくために毎年10億円程度の維持費用が必要である。

0
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40
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70

80

90

100

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040
0

200

400
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1000
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1400

耐震化率（％）管路更新事業費

（百万円）
水道管耐震化率と管路更新事業費

更新費用 耐震化率(%)
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1
2

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

鈴鹿市水道局 水道事業会計決算書

グラフ貼付スペース

団体名 資料名 記載箇所

内容

人口推計に単純に当てはめて算出した営業収益の推移である。２０４０年には，２００４年の営業収益か
ら約４割減少すると予測される。

国立社会保障・人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1
2

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

総人口が増加する中，平成22年の１５歳以上就業者数は平成17年から約1,400人減少している。

総務省統計局 国税調査　都道府県・市区町村別統計表
総務省統計局 国勢調査　15歳以上就業者数

グラフ貼付スペース

団体名 資料名 記載箇所

89439
95477 97777 96396

0.45

0.46

0.47

0.48

0.49

0.5

0.51

0.52

0

50000

100000

150000

200000

250000

H7 H12 H17 H22

１５歳以上就業者数

１５歳以上就業者数（人） 総人口（人） 割合（％）割合
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

１次産業の人口は，減少傾向にあり平成22年には平成７年の約６割になっている。

２次産業の人口は，減少傾向にあり平成22年には平成７年の約８割になっている。

３次産業の人口は，平成17年まで増加しているが平成22年は減少している。

総務省統計局 国勢調査
団体名 資料名 記載箇所

4812 4208 3790 2866

40869
39307

37236

33317

48010

51962
54249

53041

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

H7 H12 H17 H22

産業別人口推移

産業別人口（1次） 産業別人口（2次） 産業別人口（3次）
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①将来予測

（データ出典元）
NO.

②経営環境診断結果

ＮＯ．

1

2

3

内容

農業就業人口は，減少傾向である（平成22年は平成7年の約半数に減少）。

耕作放棄地面積は増加していたが，平成22年は平成17年から約２割減少している。

年齢別の農業就業人口
総耕作放棄地面積

総農家数
団体名 資料名 記載箇所

農林水産省（三重県生活安全部統計課） 農業センサス結果報告書（三重県の農業）1

179800

186151

199355
203097

7829
7018

5830

4066

0

2000

4000

6000

8000

10000

160000

170000

180000

190000

200000

210000

Ｈ7 Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22

農業就業人口（人）総人口（人） 農業就業人口

総人口 農業就業人口

6153
5525 5063

4458
16944

27668 28456

23358

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

0

2000

4000

6000

8000

Ｈ7 Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22

総農家数と耕作放棄地

総農家数 総耕作放棄地

（戸） （ha）
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

第2次産業に関する事業所数は，概ね減少傾向にある。

規模別では，従業員数が300人以上の大規模事業所数の変動が少なく，20人未満の小規模事業所数は
概ね減少傾向にある。

経済産業省・鈴鹿市 工業統計調査
団体名 資料名 記載箇所

395
360 360

343 353 355

305 299

345

304

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年

２次産業事業所数

271

233 240
219 225 235

205
187

230

196

115 118 111 113 116 110
91 102 105 99

9 9 9 11 12 10 9 10 10 90

50

100

150

200

250

300

Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

２次産業事業所数【規模別】

小規模企業（20人未満） 中規模事業者（20人以上300人未満） 大規模事業者（300人以上）
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

事業所数のシェアでは極めて低い（２～３パーセント）大規模事業者が，製造品出荷額の約８割を占めて
いる。

経済産業省・鈴鹿市 工業統計調査
団体名 資料名 記載箇所

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

２次産業 事業規模別出荷額シェア

小規模企業（20人未満） 中規模事業者（20人から300人未満） 大規模事業者（300人以上）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

２次産業 事業所数シェア

小規模企業（20人未満） 中規模事業者（20人以上300人未満） 大規模事業者（300人以上）
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

主力産業である，輸送用機械器具製造業の付加価値額が他産業と比較して高い。
※付加価値とは、企業等の生産活動によって新たに生み出された価値のことで、生産額から原材料等
の中間投入額を差し引くことによって算出される。

経済産業省・鈴鹿市 工業統計調査

グラフ貼付スペース

団体名 資料名 記載箇所

21211738

34413668
34496764

49607659

42587663

33692067

29039521

24489588
24833615

33854842

0

10000000

20000000

30000000

40000000

50000000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

業種別付加価値額

09食料品製造業 10飲料・たばこ・飼料製造業 11繊維工業

12木材・木製品製造業（家具を除く） 13家具・装備品製造業 14パルプ・紙・紙加工品製造業

15印刷・同関連業 16化学工業 17石油製品・石炭製品製造業

18プラスチック製品製造業（別掲を除く） 19ゴム製品製造業 20なめし革・同製品・毛皮製造業

21窯業・土石製品製造業 22鉄鋼業 23非鉄金属製造業

24金属製品製造業 25～27はん用機械器具等製造業 28電子部品・デバイス・電子回路製造業

29電気機械器具製造業 30情報通信機械器具製造業 31輸送用機械器具製造業

32その他の製造業

（万円）
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1
2
3

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

地域が買物客を引き付ける力を表す指標である小売吸引力指数では，「１．００」を超えており，市外から
買い物客を引き付けている状況が続いている。
※指数が1.00以上の場合は、買物客を外部から引き付け、1.00未満の場合は、外部に流出していると見
ることができる。

平成24年には人口が増加している一方，年間商品販売額は減少している。その傾向は，三重県全体・鈴
鹿市内の双方に共通して言える。

経済産業省・総務省 経済センサス活動調査
総務省統計局 国税調査　都道府県・市区町村別統計表

経済産業省 商業統計調査
団体名 資料名 記載箇所

0.85

0.9

0.95

1

1.05

1.1

1.15

1.2

H9 H14 H16 H19 H24

小売吸引力指数

三重県年間商品販売額／人口 鈴鹿市年間商品販売額／人口 鈴鹿市の小売吸引力指数

175000

180000

185000

190000

195000

200000

205000

160000

170000

180000

190000

200000

210000

220000

H9 H14 H16 H19 H24

（人）（百万） 年間商品販売額（小売業）

年間商品販売額【小売業計】 人口
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1
2

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

昼間人口については，上昇している。
※昼間人口（ちゅうかんじんこう）は、常住人口（夜間人口）に他の地域から通勤してくる人口（流入人口）
を足し、さらに他の地域へ通勤する人口（流出人口）を引いたもの。

平成22年の昼夜間人口比率は，平成17年から0.3ポイント上昇している。
※常住人口（夜間人口）100人あたりの、昼間人口の割合。

総務省統計局 国勢調査　昼夜間人口比率 地域別統計データベース
総務省統計局 国勢調査　昼間人口 地域別統計データベース

団体名 資料名 記載箇所

166735

175865

182405

188868

179800

186151

199355

203097

94.5
94.5

94.8

94.35

94.4

94.45

94.5

94.55

94.6

94.65

94.7

94.75

94.8

94.85

160000

165000

170000

175000

180000

185000

190000

195000

200000

205000

210000

H7 H12 H17 H22

昼間人口と昼夜間人口比率

昼間人口 総人口 昼夜間人口比率
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

内容

450万人台で推移していた観光レクリエーション入込客数であるが，平成19年度より落ち込み，400から
420万人台で推移している。

入込客数が最も多い鈴鹿サーキットは減少傾向にある一方，入込客数が二番目に多い椿大神社は増加
傾向にある。

鈴鹿市 観光レクリエーション入込客数
団体名 資料名 記載箇所

4578300

4501167 4501723 4503876

4048236
4062122

4110186

4275182

4102644

4284401

3700000

3800000

3900000

4000000

4100000

4200000

4300000

4400000

4500000

4600000

4700000

平成15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

観光レクリエーション入込客数（全体） 単位：人

1270000 1270000 1272000 1277000 1296000 1310000 1309000
1403000 1410650 1425000

2677800
2463700 2453200 2522100

2088100 2043000 1979700 2012051
1840479

1985527

1000000
1200000
1400000
1600000
1800000
2000000
2200000
2400000
2600000
2800000

平成15年

度

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

市内主要２施設の入込客数

椿大神社（人数） 鈴鹿ｻｰｷｯﾄ（人数）

単位：人
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①グラフ

（データ出典元）
NO.

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

グラフ貼付スペース

団体名 資料名 記載箇所

内容

小学校児童数は，平成26年に11,772人であるが，平成36年には11,032人となり，10年間で740人減少す
ると予測される。

中学校生徒数は，平成26年に6,051人であるが，平成36年には5,367人となり，10年間で684人減少する
予測される。
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

鈴鹿市 一般廃棄物（ごみ）処理基本計画
団体名 資料名 記載箇所

内容

ごみの搬出量については，減少傾向にある。

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

80000

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52

ごみ排出量

もやせるごみ もやせないごみ プラスチックごみ 有害ごみ 資源ごみ 粗大ごみ

直搬可燃 直搬入不燃 集団回収 拠点回収 事業系可燃 事業系不燃直搬不燃

（トン）

平成
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①グラフ

（データ出典元）
NO.
1

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

総務省統計局 住宅・土地統計調査
団体名 資料名 記載箇所

内容

本市の平成15年と20年を比較すると空き家数は減少しているが，直近の調査（平成25年）結果速報によ
ると，全国の空き家率は13.5％と過去最高となっている。
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①グラフ

（データ出典元）
NO.

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

団体名 資料名 記載箇所

内容

自治会加入率は，平成19年度以降は，やや横ばいの状態が続いているが，全体としては減少傾向を示
している。

H１６年度 H１７年度 H１８年度 H１９年度 H２０年度 H２１年度 H２２年度 H２３年度 H２４年度 H２５年度

自治会加入数 62616 63168 64522 65312 66278 66542 66488 66809 66760 67112

加入率 0.8444163 0.831136 0.8278844 0.820214 0.82056680.82636230.82230140.8200039 0.822441 0.8200291

0.805

0.81

0.815

0.82

0.825

0.83

0.835

0.84

0.845

0.85

50000

52000

54000

56000

58000

60000

62000

64000

66000

68000
加入率

世帯数
自治会加入率

自治会加入数 加入率

（自治会加入数は委託料算定時に自治会から報告があった数値）
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①グラフ

（データ出典元）
NO.

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

グラフ貼付スペース

団体名 資料名 記載箇所

内容

平成７年度には１,５３１人であった正規職員数は，平成２６年度には１,４２１人（フルタイム再任用職員２
人含む。）に減少している。

1531

1549

1531

1517 1516
1511

1505 1508
1498

1493

1481
1474

1469
1459

1453 1452

1436
1430 1433

1421

1350

1400

1450

1500

1550

1600

H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

人数 定員管理上の正規職員数
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①グラフ

（データ出典元）
NO.

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

グラフ貼付スペース

団体名 資料名 記載箇所

内容

再任用職員は年々増加傾向にある。

8

3

7

13

7
8

14

17

26

34

30

40

53

0

10

20

30

40

50

60

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

人数 再任用職員数
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①グラフ

（データ出典元）
NO.

②グラフから読み取れること

ＮＯ．

1

2

3

グラフ貼付スペース

団体名 資料名 記載箇所

内容

平成２７年度から３０年度までの４年間で，毎年度４０名を超える職員が退職する。
なお，平成３９年度から４１年度までの３年間では，毎年度５０名を超える職員が退職する。
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人

数

年齢（退職年度）
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